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自
動
車
損
害
賠
償
責
任
保

険
（
以
下
「
自
賠
責
保
険
」

と
い
う
）
制
度
は
、
１
９
５

５
年
に
発
足
し
て
以
来
、
交

通
事
故
被
害
者
の
救
済
に
大

き
な
役
割
を
果
し
て
き
た

が
、
交
通
事
故
の
増
加
に
よ

っ
て
被
害
者
の
保
護
・
救
済

の
必
要
性
が
高
ま
る
中
、
自

動
車
損
害
賠
償
保
障
法
（
以

下
「
自
賠
法
」
と
い
う
）
の

改
正
の
ほ
か
、
保
険
料
率
や

保
険
金
額
な
ど
に
つ
い
て
さ

ま
ざ
ま
な
改
定
が
行
わ
れ
て

き
た
。

１
．
１
９
８
５
年

改
定（
保
険
金
額
・
保

険
料
率
の
改
定
）

　
自
賠
責
保
険
の
保
険
料
率

は
、
１
９
６
９
年
11
月
以
来

15
年
間
ほ
ぼ
据
え
置
か
れ
て

き
た
が
、
賃
金
・
物

価
水
準
の
上
昇
や
交

通
事
故
件
数
の
増
加

な
ど
を
受
け
、
１
９

８
４
年
契
約
年
度
ま

で
の
累
積
赤
字
は
約

４
８
０
０
億
円
に
な

る
こ
と
が
予
測
さ
れ

た
。
こ
の
よ
う
な
状

況
の
下
、
保
険
収
支

の
改
善
を
テ
ー
マ
に

自
動
車
損
害
賠
償
責

任
保
険
審
議
会
（
以

下
「
自
賠
責
保
険
審

議
会
」
と
い
う
）
が

開
催
さ
れ
、
同
審
議

会
の
答
申
（
１
９
８

４
年
12
月
19
日
）
に

基
づ
き
、
保
険
金
額

や
保
険
料
率
が
改
定

さ
れ
た
（
１
９
８
５

年
４
月
15
日
）
。

　（
１
）
保
険
金
額
の
改
定

　
死
亡
お
よ
び
後
遺
障
害
第

1
級
の
保
険
金
額
を
、
２
０

０
０
万
円
か
ら
２
５
０
０
万

円
に
引
き
上
げ
る
一
方
で
、

後
遺
障
害
第
14
級
の
保
険
金

額
は
据
え
置
き
、
後
遺
障
害

第
2
級
か
ら
第
13
級
の
保
険

金
額
に
つ
い
て
は
引
き
上
げ

率
を
逓
減
さ
せ
た
。

　（
２
）
保
険
料
率
の
改
定

　
１
９
８
４
年
度
末
の
自
動

車
損
害
賠
償
責
任
再
保
険
特

別
会
計
お
よ
び
損
害
保
険
会

社
の
累
積
運
用
益
の
合
計

（
予
定
額
約
６
５
７
０
億

円
）
を
引
き
上
げ
幅
の
圧
縮

に
活
用
し
た
が
、
保
険
料
率

は
平
均
で
約
29
・
０
％
引
き

上
げ
ら
れ
た
。

２
．
１
９
９
１
年

改
定（
保
険
金
額
・
保

険
料
率
の
改
定
）

　
自
賠
責
保
険
審
議
会
答
申

（
１
９
９
０
年
11
月
29
日
）

を
踏
ま
え
、
保
険
金
額
や
保

険
料
率
が
改
定
さ
れ
た
（
１

９
９
１
年
４
月
１
日
）
。

　（
１
）
保
険
金
額
の
改
定

　
死
亡
お
よ
び
後
遺
障
害
第

１
級
の
保
険
金
額
に
つ
い
て

は
、
１
９
８
５
年
４
月
以
降

の
賃
金
水
準
の
動
向
等
を
勘

案
し
て
２
５
０
０
万
円
か
ら

３
０
０
０
万
円
に
引
き
上

げ
、
後
遺
障
害
第
２
級
か
ら

第
13
級
の
保
険
金
額
は
第
１

級
の
引
き
上
げ
率
（
20
％
）

よ
り
抑
え
る
こ
と
と
し
た
。

　（
２
）
保
険
料
率
の
改
定

　
自
賠
責
保
険
収
支
の
改
善

傾
向
を
踏
ま
え
、
ノ
ー
ロ
ス

・
ノ
ー
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
の
原

則
か
ら
、
１
９
９
０
年
度
末

に
お
け
る
累
積
黒
字
（
約
５

０
０
０
億
円
）
お
よ
び
累
積

運
用
益
（
約
９
５
０
０
億

円
）
を
契
約
者
に
還
元
す
る

こ
と
と
し
、
保
険
料
率
が
平

均
で
約
８
・
０
％
引
き
下
げ

ら
れ
た
。

３
．
１
９
９
３
年

改
定（
保
険
料
率
の

改
定
）

　
自
賠
責
保
険
審
議
会
答
申

（
１
９
９
２
年
12
月
14
日
）

を
踏
ま
え
、
保
険
料
率
が
平

均
で
約
13
・
０
％
引
き
下
げ

ら
れ
た
（
１
９
９
３
年
４
月

１
日
）
。

４
．
１
９
９
７
年

改
定

　
自
賠
責
保
険
審
議
会
答
申

（
１
９
９
７
年
２
月
４
日
）

を
踏
ま
え
、
生
命
保
険
会
社

の
損
害
保
険
会
社
６
社
お
よ

び
８
共
済
組
合
の
自
賠
責
保

険
・
自
賠
責
共
済
事
業
へ
の

参
入
が
認
め
ら
れ
る
と
と
も

に
、
保
険
料
率
が
平
均
で
約

７
・
７
％
引
き
下
げ
ら
れ

た
。５

．
自
賠
法
の
改

正（
政
府
再
保
険
の

廃
止
等
）

（
１
）
自
賠
法
改
正
の
背
景

と
経
緯

　
制
度
創
設
か
ら
40
年
以
上

が
経
ち
、
自
賠
責
保
険
を
巡

る
環
境
が
大
き
く
変
化
す
る

中
、
政
府
再
保
険
の
廃
止

は
、
政
府
に
対
す
る
規
制
緩

和
要
望
の
優
先
項
目
と
さ
れ

（
１
９
９
８
年
10
月
）
、
政

府
の
中
央
省
庁
等
改
革
で
の

論
議
に
お
い
て
も
、
自
賠
責

保
険
の
民
営
化
問
題
が
取
り

上
げ
ら
れ
た
（
同
年
10
月
）。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま

え
、
損
害
保
険
協
会
で
は
、

自
賠
責
保
険
特
別
委
員
会
を

設
置
し
て
自
賠
責
保
険
制
度

全
般
に
つ
い
て
見
直
し
の
検

討
を
開
始
し
た
（
１
９
９
８

年
12
月
）。ま
た
、自
賠
責
保

険
審
議
会
等
に
お
い
て
は
、

協
会
長
が
、
自
賠
責
保
険
の

政
府
再
保
険
制
度
の
廃
止
お

よ
び
事
務
処
理
の
簡
素
化
に

つ
い
て
提
言
を
行
っ
た
。

　
一
方
、
運
輸
省
で
は
、
自

民
党
行
政
改
革
推
進
本
部
か

ら
の
申
し
入
れ
（
１
９
９
８

年
12
月
25
日
）
を
受
け
、
運

輸
大
臣
の
懇
談
会
と
し
て
今

後
の
自
賠
責
保
険
の

あ
り
方
に
係
る
懇
談

会
（
以
下
「
今
後
の

あ
り
方
懇
談
会
」
と

い
う
）
を
設
置
（
１

９
９
９
年
２
月
）

し
、
報
告
書
を
と
り

ま
と
め
た
（
同
年
９

月
30
日
）
が
、
同
報
告
書
で

は
政
府
再
保
険
制
度
の
見
直

し
の
前
提
と
し
て
５
条
件
が

提
示
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
を
踏

ま
え
、
政
府
の
「
規
制
緩
和

推
進
３
か
年
計
画
（
再
改

定
）
」
（
２
０
０
０
年
３
月

31
日
）
に
お
い
て
、
今
後
の

あ
り
方
懇
談
会
が
提
示
し
た

５
条
件
の
実
現
を
確
認
し
た

う
え
で
、
自
賠
責
保
険
の
政

府
再
保
険
制
度
を
廃
止
す
る

こ
と
が
示
さ
れ
た
。

　
そ
の
後
、
自
賠
責
保
険
審

議
会
に
お
い
て
、
金
融
監
督

庁
長
官
か
ら
の
諮
問
を
受

け
、
政
府
再
保
険
制
度
の
廃

止
お
よ
び
事
務
処
理
の
簡
素

化
に
つ
い
て
答
申
が
ま
と
め

ら
れ
（
２
０
０
０
年
６
月
28

日
）
、
政
府
再
保
険
制
度
の

廃
止
等
が
明
記
さ
れ
た
自
動

車
損
害
賠
償
保
障
法
及
び
自

動
車
損
害
賠
償
責
任
再
保
険

特
別
会
計
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
が
成
立
し
た
（
２

０
０
２
年
４
月
１
日
施
行
）。

　（
２
）
政
府
再
保
険
制
度

の
廃
止

　
自
賠
責
保
険
は
リ
ス
ク
の

集
積
が
な
い
こ
と
、
制
度
発

足
当
時
か
ら
損
害
保
険
会
社

の
担
保
力
も
飛
躍
的
に
高
ま

っ
た
こ
と
、
ま
た
、
共
同
プ

ー
ル
制
度
に
よ
り
危
険
の
平

均
化
・
収
支
の
均
衡
化
が
図

ら
れ
て
い
る
こ
と
、
損
害
保

険
会
社
が
破
綻
し
た
場
合
で

あ
っ
て
も
保
険
金
支
払
い
は

損
害
保
険
契
約
者
保
護
機
構

に
よ
り
全
額
保
護
さ
れ
る
こ

と
な
ど
か
ら
、
政
府
再
保
険

制
度
は
廃
止
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
。

　（
３
）
保
険
金
等
支
払
基

準
の
法
定
化

　
保
険
金
等
の
支
払
基
準

は
、
政
府
再
保
険
制
度
に
お

け
る
再
保
険
金
等
の
支
払
方

針
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
た

が
、
同
制
度
廃
止
後
は
、
自

賠
法
上
に
支
払
基
準
の
根
拠

規
定
が
設
け
ら
れ
た
（
２
０

０
１
年
12
月
21
日
金
融
庁
・

国
土
交
通
省
告
示
第
１
号
）。

　（
４
）
紛
争
処
理
制
度
の

創
設

　
被
保
険
者
ま
た
は
被
害
者

と
保
険
会
社
と
の
間
の
保
険

金
支
払
い
の
適
正
性
を
め
ぐ

る
紛
争
を
解
決
す
る
た
め
、

財
団
法
人
自
賠
責
保
険
・
共

済
紛
争
処
理
機
構
が
発
足
し

た
（
２
０
０
２
年
４
月
１

日
）
。

　（
５
）
そ
の
他
の
主
な
制

度
改
定

　
ア
．
自
動
車
事
故
対
策
計

画
の
作
成
お
よ
び
保
険
料
等

充
当
交
付
金
の
交
付

　
国
土
交
通
大
臣
は
、
被
害

者
保
護
の
増
進
と
自
動
車
事

故
発
生
の
防
止
に
資
す
る
た

め
、
自
動
車
事
故
対
策
計
画

を
作
成
し
、
同
計
画
に
基
づ

く
事
業
に
自
賠
責
再
保
険
特

別
会
計
の
累
積
運
用
益
が
充

て
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
こ
の
運
用
益
の
う
ち
、
20

分
の
９
（
約
８
７
０
０
億

円
）
が
被
害
者
保
護
増
進
対

策
お
よ
び
自
動
車
事
故
発
生

防
止
対
策
に
充
て
ら
れ
、
20

分
の
11
（
約
１
兆
７
０
０
億

円
）
が
保
険
料
等
充
当
交
付

金
と
し
て
自
動
車
ユ
ー
ザ
ー

に
還
元
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
（
２
０
０
７
年
度
末
終

了
）
。

　
イ
．
介
護
を
要
す
る
後
遺

障
害
の
保
険
金
額
の
改
定

　
介
護
を
要
す
る
重
度
の
後

遺
障
害
が
従
来
の
後
遺
障
害

別
等
級
表
か
ら
切
り
離
さ

れ
、
後
遺
障
害
の
保
険
金
額

は
、
常
時
介
護
を
要
す
る
場

合
は
３
０
０
０
万
円
か
ら
４

０
０
０
万
円
に
、
随
時
介
護

を
要
す
る
場
合
は
２
５
９
０

万
円
か
ら
３
０
０
０
万
円
に

引
き
上
げ
ら
れ
た
（
２
０
０

２
年
４
月
１
日
）
。

　
ウ
．
基
準
料
率
の
改
定

　
政
府
の
自
賠
責
特
別
会
計

分
の
累
積
運
用
益
を
保
険
料

等
充
当
交
付
金
と
し
て
自
動

車
ユ
ー
ザ
ー
に
還
元
す
る
と

と
も
に
、
直
近
の
事
故
率
の

変
化
等
を
踏
ま
え
、
基
準
料

率
が
平
均
で
約
14
・
６
％
引

き
上
げ
ら
れ
た
（
２
０
０
２

年
４
月
１
日
）
。

　（
６
）
国
会
附
帯
決
議

　
自
賠
法
改
正
の
衆
参
両
院

の
国
会
審
議
で
、
改
正
法
の

施
行
後
５
年
以
内
に
所
要
の

見
直
し
を
行
う
こ
と
が
附
帯

決
議
さ
れ
た
（
２
０
０
１
年

６
月
６
日
・
21
日
）
。

　
こ
れ
を
受
け
、
被
害
者
救

済
対
策
お
よ
び
自
動
車
事
故

防
止
対
策
の
見
直
し
を
行
う

た
め
、
国
土
交
通
省
の
自
動

車
交
通
局
長
の
私
的
懇
談
会

と
し
て
、
今
後
の
自
動
車
損

害
賠
償
保
障
制
度
の
あ
り
方

に
係
る
懇
談
会
が
設
置
さ
れ

（
２
０
０
６
年
３
月
14
日
）、

報
告
書
（
２
０
０
６
年
６
月

30
日
）
が
ま
と
め
ら
れ
た
。

６
．
２
０
０
５
年

改
定（
基
準
料
率
の
改

定
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

通
信
販
売
の
導
入
等
）

　（
１
）
基
準
料
率
の
改
定

　
保
険
料
等
充
当
交
付
金
お

よ
び
累
積
運
用
益
の
活
用
に

よ
り
、
基
準
料
率
が
平
均
で

約
５
・
４
％
引
き
下
げ
ら
れ

た
（
２
０
０
５
年
４
月
１

日
）
。

　（
２
）
自
賠
責
保
険
の
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
信
販
売
の

導
入

　
構
造
改
革
特
区
の
規
制
改

革
要
望
で
、
自
賠
責
保
険
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
販
に
つ

い
て
要
望
が
あ
り
、
国
土
交

通
省
お
よ
び
金
融
庁
は
、
契

約
成
立
時
点
で
の
保
険
料
の

確
実
な
支
払
い
等
に
つ
き
検

討
が
必
要
で
あ
る
旨
を
回
答

し
た
。
そ
の
後
、
自
賠
責
保

険
審
議
会
に
報
告
さ
れ
（
２

０
０
５
年
１
月
21
日
）
、
一

定
の
条
件
の
下
で
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
に
よ
る
自
賠
責
保
険

の
販
売
が
可
能
と
な
っ
た

（
２
０
０
５
年
３
月
31
日
）。

７
．
自
賠
責
保
険
の

銀
行
窓
販
の
開
始

　
銀
行
等
に
よ
る
保
険
販
売

の
全
面
解
禁
に
よ
り
、
自
賠

責
保
険
に
つ
い
て
も
銀
行
窓

販
が
可
能
に
な
っ
た
（
２
０

０
７
年
12
月
22
日
）
。

８
．
２
０
０
８
年

改
定（
保
険
料
等
充
当

交
付
金
の
交
付
終
了
、

基
準
料
率
の
改
定
等
）

　
保
険
料
等
充
当
交
付
金
の

交
付
が
終
了
し
た
こ
と
、
お

よ
び
損
害
率
の
改
善
、
累
積

黒
字
の
還
元
に
よ
り
、
基
準

料
率
が
平
均
で
約
24
・
１
％

引
き
下
げ
ら
れ
た
（
２
０
０

８
年
４
月
１
日
）
。

９
．
自
賠
法
の
改

正（
保
険
法
対
応
）

　
保
険
法
の
施
行
に
伴
い
、

所
要
の
自
賠
法
改
正
が
行
わ

れ
た
。
ま
た
、
保
険
法
の
施

行
お
よ
び
自
賠
法
の
一
部
改

正
に
伴
い
、
自
賠
責
保
険
普

通
保
険
約
款
に
お
け
る
告
知

義
務
、
保
険
給
付
の
履
行

期
、請
求
権
の
代
位
、先
取
特

権
等
の
規
定
が
改
定
さ
れ
た

（
２
０
１
０
年
４
月
１
日
）。

10
．
２
０
１
１
年

改
定（
基
準
料
率
等

の
改
定
）

　
２
０
０
８
年
４
月
の
料
率

改
定
時
に
は
、
２
０
１
２
年

度
ま
で
の
５
年
間
を
収
支
均

衡
期
間
と
す
る
と
し
て
い
た

が
、
損
害
率
悪
化
に
よ
り
前

回
変
更
時
の
見
込
み
と
の
乖

離
が
明
ら
か
に
な
っ
た
た

め
、
基
準
料
率
が
平
均
で
約

11
・
７
％
引
き
上
げ
ら
れ
た

（
２
０
１
１
年
４
月
１
日
）。

11
．
２
０
１
３
年

改
定（
基
準
料
率
の

改
定
）

　
２
０
１
１
年
４
月
の
料
率

改
定
に
お
け
る
累
積
黒
字
を

還
元
す
る
期
間
が
満
了
し
た

こ
と
に
よ
り
、
基
準
料
率
が

平
均
で
約
13
・
５
％
引
き
上

げ
ら
れ
た
（
２
０
１
３
年
４

月
１
日
）
。

（
つ
づ
く
）

◇

　【
文
責
：
日
本
損
害
保
険

協
会
】

　
本
特
集
で
は
、
日
本
損
害
保
険
協
会
が
創
立
１
０
０
周
年
に
あ
た
り
刊
行
し
た

「
日
本
損
害
保
険
協
会
百
年
史
」
を
も
と
に
、
同
協
会
の
歩
み
を
紹
介
し
て
い
る
。

第
14
回
の
今
回
は
、
１
９
８
５
年
以
降
の
自
動
車
損
害
賠
償
責
任
保
険
制
度
の
主
な

改
定
等
に
つ
い
て
、
簡
単
に
振
り
返
る
。

損保協会作成の記念ロゴ

特
集　

 

損
保
協
会  

～
１
０
０
年
の
あ
ゆ
み
～

自
動
車
損
害
賠
償
責
任
保
険
制
度
の
変
遷
【第14回】

1985年以降の自賠責保険の保険料率・基準料率改定の推移
改定年月日 概　要 改定率

1985年4月15日 保険金額改定、損害率上昇による改定 営保 ＋29.0％
1991年4月1日 保険金額改定、損害率改善による改定 営保 △8.0％
1993年4月1日 損害率改善、累積黒字の活用による改定 営保 △13.0％
1997年5月1日 損害率改善、累積黒字の還元による改定 営保 △7.7％
2002年4月1日 政府再保険制度の廃止、累積赤字（共同プール分）の償却、保険金額改定による改定 基準 ＋14.6％
2005年4月1日 保険料等充当交付金の削減、累積運用益の活用による改定 基準 △5.4％
2008年4月1日 保険料等充当交付金の交付終了および損害率改善、累積黒字の還元による改定 基準 △24.1％
2011年4月1日 損害率上昇による改定 基準 ＋11.7％
2013年4月1日 2011年4月改定において累積黒字を活用した収支均衡期間の満了による改定 基準 ＋13.5％

（注）損害保険料率算出機構資料より作成。「営保」とは営業保険料、「基準」とは基準料率をいう。


